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水道事業の概要（水道局）

本市の上水道は、大正₄年10月１日の給水開始以来、「鳥取市民の水道」として、市民生活の向上と産
業文化の振興など、発展する市勢とともに歩み続けてきた。

この間、大地震（昭和18年）、大火災（昭和27年）など幾多の苦難を乗り越えるとともに、増大する水
需要に対応するため₈回にわたる拡張事業を実施した。

第₈回拡張事業第₃次変更では、各施設を拡充整備して給水の安定化を図り、特に、単一の膜ろ過施設
としては、当時国内最大規模となる江山浄水場が平成22年度に完成し、これまで以上に安全な水を安定的
に供給できることとなった。

また、平成16年11月の₉市町村の合併に伴い、合併前の鳥取市の上水道給水区域に河原町、青谷町の上
水道給水区域と、合併前に鳥取市から給水していた国府町の一部区域を統合して事業経営している。

平成27年₃月には、簡易水道事業等との統合及び青谷地域に浄水処理施設を新設する計画に伴い、計画
給水人口188,000人、計画１日最大給水量77,000㎥として経営変更認可を受けて、平成47年度を目標とし
た水道施設整備事業に着手することとしている。

なお、近年の水道事業の経営を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっていることから、平成17年₆月
に策定した「鳥取市水道事業長期経営構想」の改訂を平成27年₄月に行い、安全でおいしい水を安定的に
安く供給するため行財政改革などに取り組んでいる。

₁．沿 革
⑴　創　設　工　事　　明治45年₆月認可　大正₄年10月１日給水開始
⑵　第１回拡張事業　　昭和₉年₃月認可　
⑶　第₂回拡張事業　　昭和22年₆月認可　
⑷　第₃回拡張事業　　昭和25年₇月認可　
⑸　第₄回拡張事業　　昭和30年₆月認可  昭和34年₃月変更認可　昭和35年₂月変更認可
⑹　第₅回拡張事業　　昭和37年12月認可　
⑺　第₆回拡張事業　　昭和43年₂月認可　昭和46年₃月変更認可　昭和48年₂月変更認可　　
⑻　第₇回拡張事業　　昭和49年₃月認可　昭和52年₃月変更認可　昭和58年₃月変更認可　
⑼　第₈回拡張事業　　平成₅年₃月認可
　　　　第１次変更　  平成10年₃月認可（給水区域の拡大）
　　　　第₂次変更　  平成11年₆月認可（浄水方法の変更）　
　　　　第₃次変更　  平成16年10月認可（浄水方法の変更）
  　　　 市町村合併に伴う変更　  平成16年11月認可
⑽　水道施設整備事業（簡易水道事業等の統合等に伴う変更）　　平成27年₃月認可

₂．施設の概要
　⑴　浄水施設

地　　域 施設能力（㎥ /日） 水　　　源
鳥取・国府 80,000　　叶水源地（千代川伏流水）、向国安水源地（千代川伏流水）
河　　　原 2,548.1　　曳田水源地ほか10か所（地下水ほか）
青　　　谷 4,497.6　　不動山水源地ほか３か所（湧水ほか）

計 87,045.7　　
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⑵　配水池（施設名と有効貯水量）
ア　鳥取地域・国府地域（20か所、計44,491㎥）　
　　上町配水池ほか
イ　河原地域（19か所（うち１か所は浄水池兼用）、計2,382㎥）　
　　曳田配水池ほか
ウ　青谷地域（₉か所（うち₂か所は浄水池兼用）、計3,201㎥）　
　　城山配水池ほか

　⑶　導、送、配水管延長　1,155,980m

₃．主 な 事 業
　⑴　第₈回拡張事業（第₃次変更）
ア　浄水施設整備事業

平成８年度に「クリプトスポリジウム暫定対策指針」*が厚生省（現厚生労働省）から都道府県
知事へ通知されたことに伴い、本市水道事業の状況を調査した結果、水道水がクリプトスポリジウ
ムに汚染されるおそれがあることが判明した。

このため、急速ろ過法を採用し、平成11年度から浄水施設整備事業を実施してきたが、平成16年
度に見直しを行い、浄水方法を膜ろ過法に変更した。平成21年３月、膜ろ過施設を備えた江山浄水
場が一部完成し、順次給水区域を拡大した後、平成22年12月から鳥取・国府地域の上水道給水区域
の全てに、江山浄水場で膜ろ過処理した水道水を供給している。

平成23年₂月22日、江山浄水場の完成を記念して、竣工式を挙行した。
＊平成19年₃月、新たに「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針」が通知され、暫定指

針は廃止された。
イ　殿ダム建設

渇水や将来の水需要に対応するため、国土交通省直轄事業である殿ダム建設に利水参加している。
殿ダムは、平成₃年₄月から建設事業に着手され、付替道路等の工事を進めながら、平成19年₆

月にはダム本体工事に着手、平成23年₃月から試験たん水が開始され同₄月に終了した。
平成23年11月27日には完成式典が挙行され、平成24年₄月から本格運用されている。　　

ウ　配水施設整備事業
平常時における安定給水の確保及び地震等の災害時における給水対策を充実するため、主に送･

配水管路の整備と、一日最大給水量の12時間以上貯留できる配水池の整備を進めている。
○目標年度　平成35年度　
○平成26年度末進捗率　60％

　⑵　鉛製給水管更新事業
水道水の鉛水質基準は、平成15年₄月１日から鉛濃度の一層の低減化を推進するため、0.05mg ／

ℓ以下から0.01mg ／ℓ以下に改正されている。　
水道局では水質基準を満たした安全な水道水を供給しているが、鉛製給水管が使用されている家庭

では長時間水道を使用しなかった場合、微量の鉛が溶け出していることがある。
このため、年間1,300戸程度を目標として鉛製給水管からポリエチレン管への改良を進めている。
事業の実施に当たっては、道路改良工事等と同時施工することにより費用の縮減に努めている。
○目標年度　平成30年度　　
○平成26年度末進捗率　86.7％（32,863戸のうち28,489戸改良済み）
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　⑶　老朽管更新事業（震災対策整備事業）
老朽管は、地震などの強い力を受けると、破損や継ぎ手が外れるなどの被害を受ける可能性が高く、

震災時における飲料水の確保や医療用水の供給に支障を来すおそれがある。
また、老朽管のうち鋳鉄管等は管内に発生したさびが赤水などの水質悪化の原因ともなっている。
本市では、耐震性に劣り老朽化した鋳鉄管、口径75㎜以上の接着継ぎ手の塩化ビニル管、鋼管等を

老朽管と位置付けており、計画的に布設替えを実施することで、地震などに強く、水道水質に影響を
及ぼしにくい水道管への改良を進めている。

事業の実施に当たっては、道路改良工事等と同時施工することにより費用の縮減に努めている。
○目標年度　平成32年度
○平成26年度末進捗率　80.3％
（老朽管延長　193㎞　改良延長　155㎞）

　⑷　そ の 他
地震等の災害時から応急復旧するまでの間、市民の飲料水及び医療用水を確保することを目的とし

た「震災時応急給水拠点整備事業」を平成10年度から実施し、３か年で完了している。
また、平成26年度末における基幹管路耐震化率など地震対策３指標は次のとおりとなっている。

区　分 基幹管路耐震化率(%) 浄水施設耐震率(%) 配水池耐震施設率(%)
鳥取市（平成26年度末） 44.69 91.91 74.06
全国平均（平成25年度末） 34.8 22.1 47.1

（注）全国平均は、厚生労働省資料「水道事業における耐震化の状況（平成25年度）」による。

₄．水道事業ガイドラインに基づく業務指標
行財政改革の取り組みとして、「水道事業ガイドラインに基づく業務指標の算出」を実施し、その概

要を市民に公表している。
「水道事業ガイドライン」とは、水道事業サービス向上のために日本水道協会が平成17年１月に制定

したもので、水道事業体の事業内容を共通の指標によって数値化することで、業務の状況を客観的に把
握するものである。₆つの項目（安心、安定、持続、環境、管理、国際）を柱として全部で137項目の
業務指標が定められており、平成17年度から毎年、算出を行っている。

これらの指標を有効活用し、一層の経営基盤強化に努め、将来の本市水道事業の安定経営を目指すこ
ととしている。

₅．給水状況の推移

区　　分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
行政区域内人口(人) 196,922 196,244 195,039 193,582 192,660 191,772
行政区域内戸数(戸) 76,555 77,061 77,188 77,085 77,578 78,099
給水区域内人口🄐(人) 163,456 163,281 162,634 161,753 161,318 160,982
給水区域内戸数(戸) 55,022 55,332 55,464 55,700 56,065 56,191
給 水 人 口 🄑(人) 162,436 162,265 161,679 160,748 160,280 160,276
給 水 戸 数(戸) 54,504 54,800 54,891 55,118 55,476 55,923
普 及 率 🄑 / 🄐(%) 99.38 99.38 99.41 99.38 99.36 99.56
配 水 量(㎥)　 21,841,651 21,976,973 21,446,724 20,733,612 20,330,668 20,011,008
有 収 水 量(㎥) 19,940,798 20,173,942 19,732,693 19,141,658 18,748,079 18,367,226
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区　　分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
有 効 無 収 水 量(㎥) 1,224,760 1207,898 1,131,633 1,076,266 771,035 705,433
有 収 率(%) 91.30 91.80 92.01 92.32 92.22 91.79
有 効 率(%) 96.90 97.29 97.28 97.51 96.01 95.31
一日平均配水量(㎥) 59,840 60,211 58,598 56,804 55,700 54,825
一日最大配水量(㎥) 69,310 71,690 68,352 67,707 64,110 61,887
一人一日平均配水量(㍑) 368 371 362 353 348 342

（注）各年度の数字は、それぞれ₃月31日現在の数値

₆．財 務 状 況
　⑴　収益的収支の状況（税抜）	 （単位:円）

区　　　分 平成26年度
1.水道事業収益
　⑴営業収益
　⑵営業外収益
　⑶特別利益

3,359,612,950
2,732,867,593
　626,745,357

0
2.水道事業費用
　⑴営業費用
　⑵営業外費用
　⑶特別損失
　⑷予備費

4,370,406,456
3,091,522,626
　362,468,783
　916,415,047

0
当年度純損失 1,010,793,506

₇．水 道 料 金
　⑴　料金表（１月につき）
鳥　取　地　区 

基本料金 従量料金

メ
ー
タ
ー
口
径

13mm
20mm
25mm
40mm
50mm
75mm
100mm
150mm
200mm

　460円
　1,250円
　2,120円
　6,500円
11,200円
30,400円
62,000円
170,000円
350,000円

(使用水量)
 1 〜  10㎥
11 〜  20㎥
21 〜  40㎥
41 〜 200㎥
201㎥〜

(1㎥につき)
46円

100円
134円
161円
200円

　⑵　資本的収支の状況（税込）	 （単位:円）

区　　　分 平成26年度
1.資本的収入
　⑴企業債
　⑵工事負担金
　⑶補助金
　⑷出資金

993,671,243
729,600,000
193,052,866

　45,218,377
25,800,000

2.資本的支出
　⑴建設改良費
　⑵企業債償還金
　⑶予備費
　⑷その他

2,233,435,713
1,489,779,871
　743,655,842

0
0

当年度財源不足額 1,239,764,470

補
填
財
源

損益勘定留保資金(過年度)
損益勘定留保資金(現年度)
減債積立金
繰越工事資金
消費税及び地方消費税
資本的収支調整額

1,155,089,224
0
0
0

84,675,246
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料金は、基本料金と従量料金との合計額に１００分の１０８を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。
河　原　地　区

基本料金 従量料金
(使用水量)

0 〜 10㎥ 1,200円
(使用水量)

11㎥〜
(1㎥につき)

180円
料金は、基本料金と従量料金との合計額に１００分の１０８を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

青　谷　地　区

基本料金 従量料金 メーター使用料

専
用
給
水
装
置

一
般
用

(使用水量)
0 〜 8㎥ 560円

(使用水量)
 9 〜 30㎥
31 〜 50㎥
51㎥〜

(1㎥につき)
90円

100円
110円

13mm
20mm
25mm
40mm
50mm
75mm

100mm

90円
190円
200円
390円

1,050円
1,900円
2,500円

営
業
用

0 〜 15㎥ 1,510円 16 〜 30㎥
31㎥〜

100円
110円

学校プール用 90円　
共
用
給
水
栓

共
用 0 〜 15㎥ 1,120円

16 〜 30㎥
31 〜 50㎥
51㎥〜

90円
100円
110円

料金は、基本料金と従量料金及びメーター使用料との合計額に１００分の１０８を乗じて得た額（その額に１０
円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

　⑵　鳥取・国府、河原、青谷の各地域の料金統一について
●　合併調整方針

鳥取・国府地域、河原地域、青谷地域の水道料金が異なっているため、河原地域と青谷地域につ
いては、合併調整方針に基づき、合併後10年間で段階的に調整を図り、平成27年度に鳥取・国府地
域の料金に統一することとしている。

●　調整の時期
各地域の料金統一については、「平成22年度に江山浄水場が完成した後の、水道事業の大半を占

める鳥取・国府地域の料金改定時（料金統一の主軸が定まる時）に合わせて１回調整を図り、10年
後となる平成27年に全域の料金統一をすることが最善の方法」としてきた。しかし、大変厳しい経
済情勢や、運営経費削減努力の成果等を踏まえ、料金改定は平成23年度の夏以降に先送りすること
とした。

河原地域と青谷地域の料金改定については、鳥取・国府地域の改定に合わせ、平成23年度に先送
りする考えが一般的である。しかしながら、他地域と比べて特に高い料金となっている河原地域に
ついては、料金改定は先送りせず、平成22年度に引下げを行うこととした。

●　河原地域水道料金の改定
水道料金の改定額を検討してもらうため、平成22年₂月15日に水道事業審議会に諮問、同年₅月

₆日に答申を受けた。水道事業審議会の答申を踏まえ、平成22年₆月定例市議会に河原地域の水道
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料金改定（引下げ）に伴う鳥取市水道事業給水条例の一部を改正する条例案を提出し、可決された。
平均改定率は△28.57％。

改定後の水道料金は、平成22年₇月定例日後に計量した使用水量により算定する料金から適用し
た。一般的には、₉月計量・10月請求分の水道料金（平成22年度第₄期分）から新料金を適用した。

●　鳥取・国府地域水道料金及び青谷地域水道料金の改定
鳥取・国府地域の適正な水道料金の額、合併調整方針に基づく青谷地域の料金改定（料金調整）

について検討してもらうため、平成22年₇月29日に水道事業審議会に諮問、平成23年₁月31日に答
申を受けた。水道事業審議会の答申を踏まえ、平成23年₂月定例市議会に鳥取・国府地域及び青谷
地域の水道料金改定に伴う鳥取市水道事業給水条例の一部を改正する条例案を提出し、可決された。
平均改定率は、鳥取・国府地域8.04％、青谷地域11.69％。

改定後の水道料金は、平成23年₉月定例日後に計量した使用水量により算定する料金から適用し
た。一般的には、11月計量・12月請求分の水道料金（平成23年度第₅期分）から新料金を適用した。
●　₃地域の水道料金の統一

合併調整方針に基づく鳥取・国府地域、河原地域、青谷地域の料金統一について検討してもらう
ため、平成26年₅月28日に水道事業審議会に諮問、同年12月11日に答申を受けた。水道事業審議会
の答申を踏まえ、平成27年₂月定例市議会に₃地域の料金統一についての鳥取市水道事業給水条例
の一部を改正する条例案を提出し、可決された。これにより、平成27年₉月定例日後に使用した水
量（11月計量・12月請求分）から統一料金となる。

工業用水道事業の概要（水道局）

工業用水道事業は、昭和49年₉月から、青谷町が運営を行っていたが、平成16年11月の市町村合併によ
り鳥取市が引き継ぎ、水道局が運営を行っている。

工業用水道事業は青谷駅南工業団地の１社に給水しているが、契約給水量は200㎥ /日で厳しい経営状
況となっている。今後も事業運営の効率化を図りながら、健全経営を堅持するよう努めていく。
（平成27年₃月31日現在）

○給水区域
鳥取市青谷町青谷の一部（青谷駅南工業団地）

○取水地点
勝部川・青谷町亀尻付近（表流水）

○施設能力　5,800㎥ /日
■給水の状況

○契約給水量　200㎥ /日
○給　水　先　１社


